
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日本市民 ス ポーッ海外交流協会

1 事業の成果
。国内では、昨年に引き続き「JSIEマ ラソン教室」、「熟年ランニングスクール」や 「北海道
マラソン教室」への講師派遣を継続実施 した。

・海外では、継続事業としての「メルボルンマラソン日本事務局」を運営し、参加者増加を期待し

たが、6月 末で定員に達した影響で微増に留まつた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,684  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

講習会、セ ミ
ナー、各種ス
ポーツ教室の
企画・運営と
その開催に関
する事業

「_TSIEエ コノミカル
ランニング教室」を 23回
開催 した。

令和 5年

4月 ～令

和 6年 3

月

皇居周回

コ ー ス

2人
教室参加

者

延べ 107
人

612
「熟年ランニングスクー
ル」を 50回開催した。

令和 5年

4月 ～令

和 6年 3

月

皇居周回

コ ー ス

2人
ス クール

参加者

延べ 242
人

「国際交流シンポジウム」
を開催 した。

令和 5年

6月 4日

東京海洋

大学品川

キャンパ

ス

6人
講演会参

加者
9人

講師、指導者
の派遣に関す
る事業

「北海道マラソン教室」に
講師を派遣した。

令和 5年

8月 26日

札幌市、

EXPO  特

設ステー

ジ、道新

プラザ

2人
教室参加

者
100人 187

海外の国や州
のみならず、
各地域のスポ
ーツクラブと
の交流の支援
事業

メルボルンマラソン日本
事務局として、参加車と現
地ランナーとの交流イベ
ントを実施した。

令和 5年

10月  13

日 ～ 15

日

オース ト

ラリア、

メルボル

ン

■ 1
■ ノヽ

メルボル

ンマラソ

ン参加者

50人 676



海外派遣のた
めの企画・運
営事業

メルボルンマラソン日本
事務局を運営し、参加者の
募集を行った。

令和 5年

4月 ～令

和 5年 8

月

メルボル

ンマラソ

ン日本事

務局

1人

メルボフレ

ンマラソ

ン参加者

50人 704

国内の各種ス
ポーツクラブ
や組織間での
スポーツ交流
の支援事業

実施 しなかった。 0

海外、特に地
域 規 模 の 大
′ .`    k l´ _ ―

ング、視察な
どのスポーツ
交流のための
情報収集 と伝
達事業

実施しなかった。 0

海外か らのス
ポーツ関係者
の招聘、そ し
て交流の支援
事業

実施しなかった。 0

調査・研究に
関する事業

実施しなかった。 0

自治体、企業
へ の ス ポ ー
ツ、健康に関
するコンサル
ティング事業

実施 しなかった。 0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0  】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

スポーツツー

リズムに関す

る事業

実施 しなかった。



スポーツに関

する用品・用

具の開発と販

売に関する事

業

実施しなかった。



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上」生場合)
特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

(1)講習会.セ ミナー、各種スポーツ教室の企画・運営とその開催に関する
事業
(2)講師、指導者の派遣に関する事業
(3)海外の国ゃ州のみならず、各地域のスポーツクラブとの交流の支援事業
(4)海外派遣のための企画・運営事業

受取補助金

受取利息

0

24

97.000正会員受取会費
費助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

603.000

190.640

179.654

719.695

1

1

2

(2)そ
347

254,o73
528,116

0

151,041

14,008

461,217
586.587

20,667
7.605

29,700

消耗品費
会議費
旅費交通費
印紙代
通信費
支払手数料

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給料手当
退職給付費用

25.607

14,473

220,536
0

56.279

消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝質
通信費
業務委託費
諸謝金
保険料
支払手数料
雑費

当  』 -635`■03)

産 売

過年度損益修正益

D

災害損失
特別損失 (回収不可能年会費)
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

′

2
1

2

0

0

3

2,357,729
43,920

現金預金

未収金

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 2.401,649

2

+

150,790
18,000
0

未払金

前受金

特別損失

長期借入金

退職給付引当金

B-2 の

減額

2,938,662
-705 803

正

期

正味財

正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 2.401.649

■■■■■
「
I【フロ団

|^|

|||」IEl_111日IL

□

168,790

1色僣合計  ・・・ ③



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。
(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし。
(3)引 当金の計上基準
該当なし。

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は。税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

令和 5年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

PO法人会計基準協議会

(単位 :円 )

海外派遣の

ための企

画・運営事

業

事業部門計 管理部門 合計

講習会、セ

ミナー、各

種スポーツ

教室の企画
運営とその

開催に関す
る事業

講師、指導
者の派遣に
関する事業

海外の国や
州のみなら
ず、各地域
のスポーツ
クラブとの

交流の支援
事業

科 目

97,000

24

97,000
0

0

1,692,989

24

190,640 179,654 719,695

0

0

0

1,692,989

0

603,000

1,692,989 97,024 1,790,013603,000 190,640 179,654 719,695

5,955

151,041

8,803

461,217

7,440

347

254,073
528,116
0

151,041

0

14,008

461,217
586,587
23,667
7,605

29,700
52,560

25,607
14,473

220,536

56,279

25,954
268,546
748,652
0

151,041

0

70,287
461,217
586,587
23,667
7,605

29,700
52,560

549,633
23,667
165

29,700

9,150
171,620

15,000

347

244,923
350,541

5,205

21,954

52,560
634,456 2,108,921 316,895 2,425,816612,315 186,620 675,530
634,456 2,108,921 316,895 2,425,816612,315 186,620 675,530

-219,871 -635,8034,020 匿DB曰 囲 圧B -415,932-9,315

I 経常収益
l.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
人件費計
(2)そ の他経費
消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝費

印紙代
通信費
業務委託費
諸謝金
保険料
支払手数料
雑費
寄付金
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■曰囲田四 |…



4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

内容 金額 算定方法

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

8

期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額

合計

期末帳簿価額取得   期末取得価額 減価償却累計額科 目 期首取得価額

【
Ｌ0

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金
合計

期末残高期首残高 当期借入科 目

Ｆ

】合計

特になし。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

現
「

:』
;:TEi[』
ま話隻幕響彊会金三菱uI_」 _罫 |・ ,

未収

ili言言言言言」』il害保険料返金jζ IEコバーランニンク然ェ.

2,357,729

43,920

2
1

0

0
その の

2 401ランニンク
ヾ
スク 保険料

2

文 ソフ ト
3

付 金

16,184
331,824
1,706,096
303,625

車両運搬具

事業用車両

什器備品
パソコン

,7ll t7
T^ V - r/ a 2/../ 4'r A

5,0001

15,0001

20,000
1,519

2.401.649【A】 資 産 合 計 ①+②

[働■優

未払金

JSIEエコバーランニンク
・教室講師料、スタッフ料

熟年ランニングスクール講師料、スタッフ料

前受金

熟年ランニングスタール参加料

168,790
150,790

18,000

18,000

46,219
104,571

1田.7∞1負償合計 ・・・③

長期借入金

＾
υ

ｎ

〕

【:

2
Ｆ
Ｉ

！
Ｌ
中雨 i石F合訃  ・・・ 0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 168,790

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2,232.859

■|IH■ ‖■
産  の  部

1 2,仰 1,040

2.401.649

「
=■
「1

同



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 年間役員名簿 J泄:精雅だぢF[″維騒1:鮮ξ闘″肝昴∫躍翻所並
位趣壁製二襲型壁墜立墜型量立理整動醒塗

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 監事

!a::, テツロウ

車雪=良β山西

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

2
1監事
ウサミ  アキオ

宇佐美 彰朗

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

3 監事

マエカワ  ヨウイナ

前河 洋一

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

4 監事理事

ホバラ  サチオ

保原 幸夫

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年  月  日

5
´
｀
、

く菫葺ヴ監事
,.A'4 lrt

 
鈴木 良雄

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

6 監事理 事

イワヤマ

岩山

カイト

海渡

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年 月 日

7 監事

モリカワ サタ
゛
オ

森川 貞夫
令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

8

ヒカ
｀

比嘉

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年 月 日

9
クロタ
゛
  シン

黒田 伸

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年  月  日

理事

理事

/´
｀
ヽ

資≧多ノ監事

′
´~｀
ヽ

く呈壼し,監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

10 監事理事

r^'ty

/.+fi

ヒトシ

均

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年  月  日

11 監事理 事 441:う…4141
池上 孝則

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

今:  月   日

年 月 日

12

スカ'ワラ  ヨシヒロ
 

 菅原 由大

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年

年

月

月

日

日

13

´´
~~｀
ヽ

理事 匙ヽョジ
シント
゛
ウ  ミツル

進藤 充

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年:   月   日

年  月  日

14
′
´
ヽ

理事 こヽ菫ノ

'1r"'1 ai

真島 由香

令和

令和

5年 4月  1日

3月 31日6年

年  月  日

年  月  日

イ
~ヽ

里ヽ奎ノ監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_』」巨i重し壁i=_2渥21昼!壺i置麗」≧__

氏    名

1
山西 哲郎

2 宇佐美 彰朗  

3 前河 洋一

4 保原 幸夫  

5
鈴木 良雄  

6 岩山 海渡  

7 森力l 貞夫

8
比嘉 正樹

9 黒田 伸

10
小林 均

11
池上 孝則

12 菅原 由大   



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 。事業報告用

氏    名

13
進藤 充

14
真島 由香

15
団府 靖

16
石川 裕久  

17
磯野 茂

18
山本 正彦

19
松本 大




